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インドネシアにおける外国籍労働者雇用の手続き      
 
2018年7月11日、労働大臣は、外国籍労働者の雇用手続きに関する労働大臣規則2018年第10号を公

布しました。これに続き、2018年8月1日、外国籍労働者の雇用に関するライセンシング・サービスの移

転に関する通達2018年第5号も公布され、当該通達は、外国籍労働者の雇用手続きに関する大統領規

則2018年第20号の実施細則を兼ねます。 
 
周知のとおり、大統領規則2018年第20号は、インドネシアに対する外国投資を誘致する目的で、就労・

居留許可証申請手続きの簡素化を推進し、同時に、外国籍労働者を雇用する企業に対する要件を明

確にするために公布されました。 
 

今般の新たな労働大臣規則及び通達の公布を受け、労働大臣は新たな申請手続きの詳細並びに外国

籍労働者を雇用する上での要件を明確にしました。 
 

主な変更点は以下の通りです。   
 

1. 新たな手続き 
 

就労・居留許可証申請プロセスは、現行のTKAオンライン・システム下の人材及び入国管理プロセ

スが統合され、いわゆるオンライン・シングル・サブミッション（Online Single Submission、以下

「OSS」。政府規則2018年第24号下で規定される）システムと部分的に接続されることで、完全にオ

ンライン化され、手続きが簡素化される予定です。 
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新規の申請手続きでは、労働大臣はインドネシア居住外国人雇用許可証（IMTA）は発行しないことが規定され

ています。今後は「外国籍労働者通知（Notification of foreign workers）」が発行され、インドネシア居住外国人

材計画承認（Expatriate Manpower Plan Approval、以下「RPTKA」）の発行を受けて、雇用主が外国籍労働者

通知を提出しなければなりません。 
 

旧規則下では、RPTKAの取得に対して一定の免除が規定されていました。しかし新規則では、外国籍労働者

が、自身が株主であるインドネシア企業の取締役又はコミッショナーの職位に任命される場合において、RPTKA

の取得並びに外国籍労働者通知の提出について追加で免除が規定されています。当該規定では、上記の免除

規定を適用するにあたっての当該外国籍労働者による株式の最低保有比率が規定されておらず、労働省とのさ

らなる確認が必要になります。 
 

許認可関連の文書は、電子フォーマットでのみ交付される予定です。 
 

2. 保険 
 

旧規則下では、雇用主は、インドネシア国内で 6ヶ月を超えて就労する外国籍労働者を、BPJS で管理する国家

社会保障プログラム（National Social Security program）に登録しなければなりません。 
 

新規則では以前と同様の要件に加え、インドネシア国内で就労期間が 6ヶ月に満たなく、かつインドネシア保険

会社の保険に加入する外国籍労働者を登録する義務が雇用主に課されており、私どもの理解では、インドネシ

ア国内に拠点を有する保険会社が提供するグローバルな保険プログラムに加入する外国籍労働者もこの要件

に該当するものと考えられます。 
 

3. タックス ID（税務識別番号）の登録 
 

インドネシア国内で 6ヶ月を超えて就労する外国籍労働者は、個人税務識別番号（Personal Tax ID Number）

を取得するために、税務署に届け出る必要があります。当該要件を見ると、労働大臣、入国管理局及び税務署

による将来的な当局間のさらなる協調と情報交換が行われることが示唆されています。 
 
4. 複数の職位 

 

旧規則下では、特定の条件を満たせば、外国籍労働者が複数の雇用主により雇用されることが認められる条項

がありました。新規則でも、外国籍労働者が取締役又はコミッショナーの職位に就く（そして同時にその雇用先企

業の株主ではないことを必要条件とする）、又は外国籍労働者が教育若しくは職業訓練セクター、デジタルエコノ

ミーセクター或いは特定の石油・ガスセクターに従事する場合に限り、複数の雇用主により雇用されることが認

められる可能性があります。 
 

5. プロジェクト請負契約 

特定プロジェクトのために明確な期限付きで外国籍労働者を雇用する雇用主は、外国籍労働者との雇用契約書

（Employment Agreement）の草稿（ドラフト）に加え、プロジェクト請負契約のコピーを提出しなければなりませ

ん。このようなプロジェクト請負契約は就労許可証の交付認可の根拠となり、同時に外国籍労働者に認可される

就労許可証の期限を決定する根拠になります。 
 
6. インドネシア語研修 

 
雇用主は外国籍労働者のためのインドネシア語研修を施す義務を負い、これは自社で実施してもよく、又は外

部の語学研修機関に外注してもよいことが規定されています。当該要件のコンプライアンス違反には、外国籍労

働者の就労許可証申請に対する一時的な受理の停止といった形で、行政制裁が課される可能性があります。 
 
当該要件のコンプライアンスを証明するために、語学研修の対象となる外国籍労働者の研修修了証明書を発行

することができる、正式な認可を受けた外部語学研修機関を利用することが望ましいと言えるでしょう。 
 

7. 現地労働者に対する研修と教育 
 
特定の免除事項が存在しますが、雇用主は、外国籍労働者の業務内容に対応した現地労働者を少なくとも 1名

任命し、将来的に現地労働者が外国籍労働者を代替できるよう、十分な研修と教育を施す義務を負います。 



 
TaxFlash No. 08/2018 
PwC Page 3 

 
この段階では、労働大臣は依然として「実地訓練（OJT）」による当該要件の遵守を認めています。新規則では、

現地労働者を正式な認可を受けた教育・職業訓練機関で実施する教育・研修プログラムに参加させることがオ

プションとして示されています。 
 

8. 非居住者取締役 
 

旧規則とは異なり、新規則では、就労許可証を取得していない非居住者取締役及び/又はコミッショナーに対す

る免除規定は廃止されました。この規定により、雇用主が非居住者取締役及び/又はコミッショナーの職位にあ

る外国籍労働者のために、RPTKAの申請・取得を経て、外国籍労働者通知を提出する義務を負うのかは現時

点では不明です。しかし、非居住者取締役及びコミッショナーがその職位に関連する業務を行うためにインドネシ

アに入国する場合は、RPTKAを取得する必要があり、また外国籍労働者通知を提出する必要があると認識す

べきでしょう。 
 

本稿に関するご質問は、私どもの Global Mobility Servicesチームまでお気軽にお問い合わせください。 
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